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This report aims to reveal basic data of land formation planning in 
“Collective relocation project for disaster prevention” by ArchiAid in 
Oshika Peninsula. And to reveal changing of planning.  
This data reveal about five study patterns of relocation site. And there is a 





















かった。2012 年 11 月以降の部分については災害研の報告書 7)におい
て行政側の作成案と災害研作成案の差異比較、案の変遷経緯の概要
が 5 地区に限ってではあるが報告がある注 3）。しかし、その 5 地区を































院の小嶋一浩らのチームに 2011 年度から 2015 年度に渡って所属し
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活動資料の提供条件として求められたため、地区名は A〜Z および a
の 27 地区として匿名化して整理を行っている。 
 なお、2012 年 12 月以降の状況については災害研報告書 7)において
一定の報告があること、アーキエイドが単独で記録資料を保持して
いるのは 2012 年 11 月末までであるため、本報告の対象期間は 2012

















 整理の結果、2011 年 11 月 11 日付けのアーキエイド案を最初とし
て、168 回提案分がアーキエイド作成、194 回提案分が行政側作成の
造成計画案として合計 21 地区・362 回分の提案記録が残っていた。








計で 102 回分注 5)がアーキエイド作成、108 回分が行政側作成の合計







のものが詳細不明のものを含め 133案注 5)、行政側のものが同じく 128














用も検討しているが最終的に 1 敷地に絞っているパターン、⑤複数 
敷地の併用を検討しており最終的に複数敷地併用としているパター
ンの 5 つである。表 4 は造成計画案についてアーキエイド側と行政 
側のそれぞれ作成で分けた場合、及び双方を合わせた全体としての



























A 1 2 3 P 3 5 8 
B 1 3 4 Q 4 7 11 
D 8 3 11 R 5 5 10 
E 7 5 12 S 11 8 19 
G 8 3 11 T 10 7 17 
I 3+(1) 3 6+(1) U 9 9 18 
J 3+(1) 1 4+(1) V 6 7 13 
L 4 4 8 W 7 6 13 
M 3 8 11 X 6 7 13 
N 0 6 6 Z 1 5 6 
O 1 4 5 合計 101+(1) 108 209+(1) 

















A 1 2 3 P 3 5+[1] 8+[1] 
B 1 5 6 Q 4 6+[1] 10+[1] 
D 14 3 17 R 7 4+[1] 11+[1] 
E 9+[1] 8 17+[1] S 12 9 21 
G 13 4 17 T 15 5+[2] 20+[2] 
I 4+(1) 4 8+(1) U 9 7+[3] 16+[3] 
J 4+(1) 1 5+(1) V 7 7+[1] 14+[1] 
L 5 4 9 W 9 5+[1] 14+[1] 
M 3+[1] 15 18+[1] X 7 6+[1] 13+[1] 
N 0 5+[1] 5+[1] Z 2 7 9 












パターン① P,R,W,X O,P,R,W,X,Z O,P,R,W,X,Z 
パターン② L,U B,L B,L 
パターン③ J G J 
パターン④ D,G,I,V A,D,I,U A,D,G,I,U,V 
パターン⑤ E,M,Q,S,T E,M,N,Q,S,T,V E,M,N,Q,S,T 














地区の 9 地区である。A,B,J,N,O,Z 地区はなぜ 1 案以下の作成数と
なったのかの検証を、G,U,V 地区は検討過程で両者の敷地設定がな
ぜ異なるのかは今後の分析対象となる部分である。 
 また、2012 年 11 月末時点での造成計画案と、実施敷地とが異な 
るものは、アーキエイド提案の計画案に関しては I,M,Q,S,V の５地
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注 2)東北大学の災害研は東日本大震災を受けて 2012 年４月 1 日に設立された
組織。その中でも災害復興実践学分野は土木、都市計画、建築の分野が共同
しながら研究と復興実務の実践を同時に行っている。 






注 5)I 地区と J 地区を同一敷地に合同で移転する計画案の作成が 1 回分 1 案
あり、表 1 および表 3 中では+(1)と表記し、合計においては片方をカウント
している。 
